忠岡町木造住宅除却工事補助金交付要綱
（目的）

第１条　この要綱は、本町に存する木造住宅（国及び地方公共団体が所有する建築物を除く。以下同じ。）の除却工事を行う所有者に対し、予算の範囲内において忠岡町木造住宅除却工事補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、町域の耐震性の不足している木造住宅の建替えを促進し、もって地震による町内の人的・経済的な被害の軽減を図ることを目的とする。
（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める
ところによる。

⑴　木造住宅　建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号に規定する住宅のうち構造が木造のもので、かつ、一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅に該当するもの（店舗その他のこれに類するものの用途を兼ねる場合にあっては、当該用途に該当する部分の床面積が延床面積の２分の１未満であるものに限る。）をいう。
⑵　簡易耐震診断　国土交通省住宅局監修、財団法人日本建築防災協会編集
の「誰でもできるわが家の耐震診断」に基づく診断をいう。
⑶　耐震診断　建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）第４条第２項第３号に規定する技術上の指針に基づき、耐震改修技術者が木造住宅の地震に対する安全性を評価するものであって、「木造住宅の耐震診断と補強方法」（一般財団法人日本建築防災協会）による一般診断法又は精密診断法によるものをいう。
⑷　耐震診断結果　前号の一般診断法又は精密診断法による総合評価における上部構造評点をいう。
⑸　除却工事　補助の対象となる建築物の全部を除却する工事（建築物に付属する門又は塀、擁壁、樹木その他これらに類するものを撤去する工事を除く。）をいう。
（補助対象建築物）

第３条　補助の対象となる木造住宅（以下「補助対象建築物」という。）は、次の各号に掲げる全ての要件に該当するものとする。ただし、この要綱に基づき既に補助金の交付を受けたものを除く。

⑴　昭和56年５月31日以前に建築基準法第６条第１項に規定する確認を受けて
建築されたもの。
⑵　耐震診断結果の数値が1.0未満であるもののほか、簡易耐震診断による場合
で、「誰でもできるわが家の耐震診断」に基づく診断にあっては評点が７点以
下のもの。
⑶　1年以上の期間、所有者又はその親族が自ら居住する目的で現に使用してい
る又は使用していた建築物
２　補助対象建築物の所有者と占有者又は土地所有者が異なる場合は、当該建築
物の除却工事を行うことについて、当該利害関係者との協議等が整っていなけ
ればならない。
（補助対象者）

第４条　補助の対象となる者は、前条の補助対象建築物の所有者（区分所有木造住宅にあっては、建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）第３条に規定する団体を含む。）の直近の合計所得金額（地方税法第292条第１項第13号に規定する合計所得金額をいう。以下同じ。）が1,200万円以下とする。ただし、当該補助対象建築物の固定資産税又は都市計画税に滞納がある場合は除く。
２　補助対象者は、補助対象建築物の所有者が複数いる場合又は所有権以外の権利を有する者がいる場合は、当該建築物の除却工事を行うことについて当該利害関係者から承諾を得ていなければならない。ただし、当該建築物の所有権を有する者のすべてが相続により所有権を取得したものであって、補助金の交付を受けようとする者（以下「補助申請者」という。）が、次に掲げる全ての要件に該当する者である場合はこの限りでない。

（１）主たる所有者（固定資産課税台帳に記載されている者その他これに類する者）であって補助対象建築物を現に使用又は管理している者

（２）取得した所有権の登記をしている者又は所有権以外の権利を有する者がある場合はそれらの者の承諾を得ている者

（３）補助対象建築物の除却に関する紛争について自ら解決することを誓約できる者

３　前項ただし書の適用において、当該建築物を管理している者が不明又は不存在である場合は、同項第１号中「管理している者」とあるのは「管理しようとする者」と読み替えるものとする。
（補助金の額）

第５条　補助金の額は、１戸当たり400,000円を限度額とし、長屋及び共同住宅については戸数に400,000円を乗じて得た額（１棟につき800,000円を限度額とする。）(1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。)を限度額とする。なお、補助対象建築物の除却工事に要する費用が400,000円未満の場合は、その額(1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる)とする。
（事前協議）

第６条　補助申請者は、忠岡町木造住宅除却工事事前協議書（様式第１号）に町長が定める必要書類を添えて町長に提出し、協議しなければならない。
（補助金の交付申請）

第７条　前条の規定による協議が整った者のうち、補助金の交付を受けて除却工事を実施しようとする者は、除却工事を実施する前に、忠岡町木造住宅除却工事補助金交付申請書（様式第２号）に町長が定める必要書類を添えて、町長に提出しなければならない。
　⑴　建築基準法第６条第４項に規定する補助対象建築物の確認済証の写し
　⑵　建築基準法第７条第５項に規定する補助対象建築物の検査済証の写し
　⑶　前２号の書類が無い場合、建築確認年月日又は工事完了年月日が確認又は
推測できるもの
　⑷　建物現況図（付近見取図・配置図・平面図・立面図）
　⑸　補助対象建築物の耐震診断報告書（簡易耐震診断を行った場合を除く。）
　⑹　耐震診断技術者であることを証する書類（簡易耐震診断を行った場合を除
く。）
　⑺　除却工事見積明細書
　⑻　補助対象建築物の所有者が確認できるもの
　⑼　補助対象建築物の所有者の直近の所得証明書
　⑽　要綱第４条第２項に掲げる場合は、利害関係者の承諾に関する報告書（様式第３号）又は紛争に関する誓約書（同項ただし書きの規定によるものに限る。）（様式第４号）
⑾　除却工事工程表
　⑿　現況写真（建物全体、隣地の状況が分かるもの）
　⒀　補助対象建築物の全部事項証明書（補助対象建築物が登記されていない場合は所有権を有する者が確認できる書類又はその写し）
　⒁　代理者が申請する場合は、委任状
　⒂　その他町長が必要と認める書類
（補助金の交付決定及び通知）

第８条　町長は、前条の申請書を受理したときは、当該申請の内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、忠岡町木造住宅除却工事補助金交付決定通知書（様式第５号）により補助申請者に通知するものとする。この場合において、町長は、当該補助金の交付について条件を付けることができる。
２　町長は、前項に規定する審査の結果、補助金を交付しないことを決定したときは、忠岡町木造住宅除却工事補助金不交付決定通知書（様式第６号）により補助申請者に通知するものとする。

（除却工事の着手）

第９条　前条第１項の規定により補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「補助決定者」という。）は当該通知書を受け取った日からおおむね30日以内に除却工事に着手するものとし、着手したときは直ちに忠岡町木造住宅除却工事着手届（様式第７号）に町長が定める必要書類を添えて、町長に提出しなければならない。

（除却工事等の変更及び中止）

第10条　補助決定者は、第７条の補助金の交付申請の内容を変更しようとするときは、忠岡町木造住宅除却工事変更承認申請書兼木造住宅除却工事補助金交付変更申請書（様式第８号）に町長が定める必要書類を添えて町長に申請し、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。ただし、補助金の額に変更が生じない場合は、忠岡町木造住宅除却工事変更届（様式第９号）に町長が定める必要書類を添えて、町長に提出しなければならない。

２　町長は、前項の規定による承認の申請があった場合において、内容を審査し、適当と認めるときは補助決定者に対し忠岡町木造住宅除却工事変更承認通知書兼木造住宅除却工事補助金交付変更決定通知書（様式第１０号）により承認を行うものとする。その場合において、必要と認めるときは補助金の額その他補助金の交付決定に係る内容等を変更することができる。

３　補助決定者は前項の規定により、補助金の交付変更決定の通知を受けたときは、速やかに除却工事の工事業者と契約し、当該変更契約書の写しを町長に提出しなければならない。
４　補助決定者は、除却工事を中止しようとするときは、あらかじめ忠岡町木造住宅除却工事中止届（様式第１１号）を町長に提出しなければならない。
５　前項の規定による取り下げがあったときは、第９条の補助金の交付決定は、取り消されたものとみなす。

（完了報告）

第11条　補助決定者は、除却工事完了後、忠岡町木造住宅除却工事完了報告書（様式第１２号）に町長が定める必要書類を添えて町長に提出しなければならない。
⑴　除却工事写真
　⑵　除却工事費領収書の写し
　⑶　除却工事費の明細
　⑷　その他町長が必要と認める書類

２　前項の規定による工事完了報告は、除却工事の完了した日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付申請に係る会計年度の２月末日のいずれか早い日までに町長に報告しなければならない。
（補助金の額の確定）

第12条　町長は、前条の規定により工事完了の報告書を受理したときは、当該報告書等の内容を審査し、忠岡町木造住宅除却工事補助金交付額決定通知書（様式第１３号）により、速やかに補助決定者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第13条　補助決定者は、前条の規定による補助金の交付額確定の通知を受けたときは、忠岡町木造住宅除却工事補助金交付請求書（様式第１４号）に町長が定める必要書類を添えて、町長に補助金の交付を請求するものとする。
（補助金の交付）

第14条　町長は、前条の規定による補助金の請求があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは当該請求者に対し補助金を交付するものとする。

（決定の取消し）

第15条　町長は、補助決定者が次の各号いずれかに該当すると認められるときは、補助金交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
1  偽りその他不正な手段により、補助金の交付を受け、又は受けようとした
とき。
⑵　補助金を交付の目的以外に使用したとき。
⑶　補助金の交付決定の条件に違反したとき。
⑷　この要綱の規定又はこれに基づく指示に違反したとき。
⑸　除却工事の遂行の見込みがないとき。
⑹　前各号に掲げるもののほか、補助金を交付することが不適当であると認められるとき。
２　町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、忠岡町木造住宅除却工事補助金交付決定取消通知書（様式第１５号）により補助事業者に通知するものとする。

（補助金の返還）

第16条　町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、補助事業者に当該取消しに係る補助金を既に交付しているときは、忠岡町木造住宅除却工事補助金返還命令書（様式第１６号）により、期限を定めてその返還を命じるものとする。

（補助事業者に対する指導）

第17条　町長は、補助事業の適正かつ円滑な執行を図るため、必要があると認める場合、補助決定者に対し、報告を求め、必要な指導及び助言をすることができる。

（書類の保存）

第18条　補助決定者は、補助金に係る収支の状況を明らかにした帳簿及び書類を整備し、かつ、これらの帳簿及び書類を補助金の交付決定を行った年度の翌年度から起算して、５年間保管しなければならない。
（委任）

第19条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。
　（補助の限度）
第20条　補助は、毎年度予算の範囲内において行う。
　　附　則

この要綱は、公布の日から施行する。
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